
学校安全計画の策定及び危険等発生時対処要領の作成について 

 

 

１．学校安全計画の策定 

学校安全計画は、学校保健安全法により全ての学校において策定し、これを実施す

ることが義務付けられていることから、未策定の学校においては確実に策定するこ

と。その際、学校安全計画の中に、①学校の施設設備の安全点検、②児童生徒等に対

する通学を含めた学校生活その他の日常生活における安全指導、③教職員に関する

研修について盛り込むこと。また、学校安全計画は、毎年度、学校の状況や前年度の

学校安全の取組状況等を踏まえ見直しを行った上で策定されるべきものであり、随

時、見直しを行うこと。 

＜学校安全計画を策定している学校＞ 

 平均 国立 公立 私立 

平成 27年度実績 96.5％ 98.5％ 99.9％ 83.8％ 

＜定期的又は必要に応じて、学校安全計画の見直しを行った学校＞ 

 平均 国立 公立 私立 

平成 27年度実績 92.9％ 97.7％ 96.7％ 75.6％ 

 

２．危険等発生時対処要領（危機管理マニュアル）の作成 

危険等発生時対処要領は、学校保健安全法により全ての学校において、危険等が発生

した際に教職員が円滑かつ的確な対応を図るため作成が義務付けられている。未作成の

学校においては、不審者侵入や自然災害への対応のほか、あらゆる場面における様々な

危機事象を想定し、確実に作成すること。また、学校の教職員に対する周知、訓練の実施

その他の危険等発生時において教職員が適切に対処するために必要な措置を講じ、随時、

見直しを行うこと。 

    なお、危険等発生時対処要領の作成・見直しをする際には、学校が立地する自治体の

地域防災計画や国民保護計画等についても考慮すること。 

  ＜危険等発生時対処要領（危機管理マニュアル）を作成している学校＞ 

 平均 国立 公立 私立 

平成 27年度実績 97.2％ 100.0％ 99.9％ 87.0％ 

   ＜定期的又は必要に応じて、危機管理マニュアルの見直しを行った学校＞ 

 平均 国立 公立 私立 

平成 27年度実績 90.5％ 96.2％ 95.2％ 70.0％ 

 

学校保健安全法第 27条及び第 29条により、全ての学校において学校安全計画

策定と危険等発生時対処要領(危機管理マニュアル)の作成が義務付けられてい

ます。 

未策定・作成の学校においては、確実に策定・作成するとともに、策定・作成

後も随時見直し行ってださい。 



平成３０年２月１日 

文部科学省初等中等教育局健康教育・食育課 

 

薬物乱用防止教育の推進について 

 

１ 薬物乱用の情勢 

○ 青少年の覚醒剤・大麻事犯の検挙人員は近年増加傾向にあり、青少年への広がりが懸念

されるなど、極めて憂慮する状況にあります。 

 

（参考）大麻事犯の検挙人員数の推移 

 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 

総   数 2,375 2,867 3,087 2,367 1,759 1,692 1,616 1,813 2,167 2,722 

 うち少年 184 234 214 164 82 67 61 80 144 211 

  う ち 中 学 生 1 2 5 11 1 0 0 3 3 2 

  う ち 高 校 生 48 48 34 18 15 18 10 18 24 32 

 うち 20 歳 代 1,430 1,542 1,666 1,232 844 742 651 665 905 1,026 

  ※「第四次薬物乱用防止五か年戦略」及び「危険ドラッグの乱用の根絶のための緊急対策」フォロ

ーアップ（http://www.mhlw.go.jp/stf/houdou/0000168553.html）を基に作成 

 

２ 薬物乱用防止教育の充実について 

（１）薬物乱用防止教室の充実強化について（資料１） 

○平成 28年度における私立学校の薬物乱用防止教室の開催状況について、中学校 42.2％

（公立 95.0％）、高等学校 57.8％（公立 97.3％）となっています。 

○近年の情勢を踏まえ、薬物乱用防止教育の一層の指導の徹底を図られるようお願いいたし

ます。 

 

（２）大学等の学生に対する薬物乱用防止のための啓発の推進について（資料２） 

 ○新入大学生等に対する啓発パンフレットについて、平成 30 年度から原則電子媒体で配布し

ます。学生向けのポータルサイトへの掲示や電子メールでの配信等積極な御活用をお願い

いたします。 

 

（参考）第四次薬物乱用防止五か年戦略（平成 25 年８月薬物乱用対策推進会議）（抜粋） 

目標１ 青少年、家庭及び地域社会に対する啓発強化と規範意識向上による薬物乱用未然

防止の推進 

（１）学校における薬物乱用防止教育及び啓発の充実強化 

（薬物乱用防止教室の充実強化） 

・薬物乱用防止教室は、学校保健計画において位置付け、すべての中学校及び高等学校

において年１回は開催するとともに、地域の実情に応じて小学校においても開催に努

める。 

（大学等の学生に対する薬物乱用防止のための啓発の推進） 

 



集計学校種：全校種
調査回答校数 開催校数 開催率 （参考）H27開催率

合計 35,871 29,596 82.5% 81.0%
小学校 20,549 15,886 77.3% 76.2%
中学校 10,489 9,541 91.0% 88.9%
義務教育学校 25 25 100.0% ―
高等学校 4,756 4,104 86.3% 84.6%
中等教育学校 52 40 76.9% 78.0%

集計学校種：公立
調査回答校数 開催校数 開催率 （参考）H27開催率

合計 33,406 28,374 84.9% 83.3%
小学校 20,249 15,796 78.0% 76.8%
中学校 9,671 9,183 95.0% 92.8%
義務教育学校 25 25 100.0% ―
高等学校 3,430 3,339 97.3% 95.2%
中等教育学校 31 31 100.0% 96.7%

集計学校種：私立
調査回答校数 開催校数 開催率 （参考）H27開催率

合計 2,291 1,140 49.8% 49.3%
小学校 224 64 28.6% 29.3%
中学校 742 313 42.2% 40.2%
義務教育学校 ― ― ― ―
高等学校 1,309 756 57.8% 57.8%
中等教育学校 16 7 43.8% 50.0%

集計学校種：国立
調査回答校数 開催校数 開催率 （参考）H27開催率

合計 174 82 47.1% 50.6%
小学校 76 26 34.2% 40.0%
中学校 76 45 59.2% 58.8%
義務教育学校 ― ― ― ―
高等学校 17 9 52.9% 58.8%
中等教育学校 5 2 40.0% 50.0%

平成28年度「薬物乱用防止教室」の開催状況
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